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表紙*電子提供措置用*

第52期 定時株主総会

招集ご通知
　

開 催
日 時

　

2026年７月３日（金曜日）
午前10時（受付開始は午前９時30分）
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開 催
場 所

　

大阪市中央区平野町四丁目２番３号
オービック御堂筋ビル　２階
「オービックホールＡ」
※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の
　「株主総会会場ご案内」をご参照のうえ、
　お間違いのないようお願い申しあげます。

インターネットまたは書面（郵送）による議決権行使期限

インターネットまたは書面（郵送）により議決権をご行使くだ
さいますようお願い申し上げます。
議決権行使期限
2026年７月２日（木曜日）午後６時まで

　

証券コード：4750
　ご出席の株主様へのお土産はとりやめとさせていただいております。何卒ご理解賜り
ますようお願い申し上げます。
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株主各位

証券コード：4750
2026年６月18日

株 主 各 位
大阪市中央区南本町２丁目６番12号
株 式 会 社 ダ イ サ ン
代表取締役社長 藤 田 武 敏

【当社ウェブサイト】https://www.daisan-g.co.jp

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/4750/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

敬　具

第52期定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第52期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「株主・投資家情報」「IRニュース」　　
「第52期定時株主総会招集ご通知」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ダイサン」または「コー
ド」に当社証券コード「4750」を入力（半角）・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順
に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

　インターネットまたは書面（郵送）による議決権の事前行使にあたっては、お手数ながら株主総会
参考書類をご検討のうえ、「議決権行使についてのご案内」に従って、2026年７月２日（木曜日）
当社営業時間終了の時（午後６時）までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

－ 1 －



2026/06/05 15:56:53 / 25326767_株式会社ダイサン_招集通知_電子提供措置用

株主各位

１．日 時 2026年７月３日（金曜日）午前10時（受付開始は午前９時30分）
２．場 所 大阪市中央区平野町四丁目２番３号

オービック御堂筋ビル　２階　「オービックホールＡ」
※開催場所が昨年と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内」をご参照
　のうえ、お間違いのないようお願い申し上げます。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第52期（2025年４月21日から2026年４月20日まで）事業報告、連結計算

書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件
２．第52期（2025年４月21日から2026年４月20日まで）計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

記

以　上

▶当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。

▶書面交付請求をいただいた株主様には、電子提供措置事項を記載した書面をあわせてお送りいたし
ますが、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、
お送りする書面には記載しておりません。

　①事業報告の以下の事項
　　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
　　剰余金の配当等の決定に関する方針
　②連結計算書類の以下の事項
　　連結注記表
　③計算書類の以下の事項
　　個別注記表
▶電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記の各ウェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正

後の事項を掲載させていただきます。

＜株主様へのお知らせ＞
▶2026年６月２日開催の当社取締役会において決議され、当社定款の規定に基づき、2026年４月

20日の最終の株主名簿に記載または記録された株主様または登録株式質権者様に対し、次のとお
り期末配当金をお支払いいたします。
・期末配当金 １株につき 金11円
・効力発生日及び配当支払開始日 2026年６月19日（金曜日）

▶当日は、「COOL BIZ（クールビズ）」にてご対応いたします。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

株主総会にご出席される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催日時
　2026年 7 月 ３ 日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）　

インターネットで議決権を行使される場合

議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスし、議決権行使書用紙に記載
された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否を
ご入力ください。

行使期限
　2026年 7 月 ２ 日（木曜日）午後６時入力完了分まで　

① 株主様以外の方による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利
用の株主様には、議決権行使ウェブサイト上で「パスワード」の変更をお願いすることとなりますの
でご了承ください。

② 株主総会の招集の都度、新しい「議決権行使コード」及び「パスワード」をご通知いたします。
③ 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は株主様
のご負担となります。

　

書面（郵送）で議決権を行使される場合

議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限
　2026年 7 月 ２ 日（木曜日）午後６時到着分まで 　

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の３つの方法によりご行使いただくことができます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権をご行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として取り扱
わせていただきます。

※ インターネットと書面（郵送）により重複して議決権をご行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有
効とさせていただきます。

※ ご返送いただいた議決権行使書用紙において、各議案につき賛否の表示をされない場合は、賛成の表示があったものとして
取り扱います。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）

－ 4 －
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定款一部変更の件

現　行　定　款 変　更　案
（目的）
第２条　当会社は、下記の事業を営むことを目

的とする。

(1)~(18)（省略）

（新設）

(19)（省略）

（目的）
第２条　（現行どおり）

(1)~(18)（現行どおり）

(19)　有料職業紹介事業

(20)（現行どおり）

株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案　定款一部変更の件
(1)変更の理由
　当社および当社子会社の事業内容の拡大並びに今後の事業展開に備えるため、現行定款第２
条（目的）に事業目的を追加するとともに、号文の新設に伴う号数の繰り下げを行うものであ
ります。

(2)変更の内容
　変更の内容は次のとおりです。

(下線は変更部分を示します。)

－ 5 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

ふじ

藤
 

　
た

田
 

　
たけ

武
 

　
とし

敏
(1968年11月20日生)

再任
取締役在任期間19年

    1993年    10月 当社入社
    2000年    6 月 当社大阪サービスセンター　係長
    2001年    4 月 当社第一営業企画部　課長
    2003年    2 月 当社住環境事業部　部長
    2003年    7 月 当社執行役員住環境事業部　部長
    2007年    7 月 当社取締役
    2008年    3 月 当社営業本部長
    2011年    11月 当社施工営業本部長兼

近畿・京滋東海エリア　統括部長
    2013年    10月 当社専務取締役
    2014年    2 月 当社施工営業本部長
    2015年    4 月 当社代表取締役社長（現任）
    2022年    12月 ㈱システムイン国際　取締役

（現任）

13,000株

（取締役候補者とした理由）
当社に入社後、複数の事業と要職を経験し、事業基盤の基礎を構築した実績と、その手腕を評価し
ております。また、将来を見据えた新市場・新販路の開拓、海外事業展開、新たなビジネスモデ
ル・デジタル化推進のための積極的な投資、当社の認知度向上のためのIR活動など、様々な経営課
題に対し率先して取り組む姿勢は、当社の成長に力強い貢献が期待できると考え、取締役の候補者
として適任であると判断していることから、選任をお願いするものであります。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じです。）３名全員は本総
会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会より、候補者３名については、これまでの経営実績から
事業運営に精通していると判断し、適任であることの意見がなされています。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 6 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２

さが

相
 

　
ら

良
 

　
まさ

正
 

　
ひろ

弘
(1972年３月14日生)

再任
取締役在任期間５年

    1992年    9 月 当社入社
    2002年    3 月 当社熊本サービスセンター　副所長
    2005年    10月 当社レンタル事業本部付
    2006年    2 月 当社神奈川サービスセンター

リーダー
    2007年    1 月 当社関東エリア　統括部長
    2011年    9 月 当社首都圏エリア　エリア長
    2015年    7 月 当社執行役員　首都圏エリア エリア長
    2016年    11月 当社執行役員

施工サービス本部　副本部長
    2017年    2 月 当社執行役員

施工サービス本部　本部長
    2021年    4 月 当社執行役員

施工サービス事業部　事業部長兼
首都圏地域統括部長

    2021年    7 月 当社取締役
施工サービス事業部　事業部長兼
首都圏地域統括部長

    2022年    4 月 当社取締役
施工サービス事業部　事業部長

    2024年    3 月 当社取締役（現任）

2,600株

（取締役候補者とした理由）
当社に入社後、足場施工に関する高い技術と知見を活かして、当社と請負スタッフをつなぐ役割を
担い、特に首都圏エリアの進出と展開に大きく貢献し、足場施工サービス事業における基盤を確立
した実績を評価しております。今後も事業に関わる責任者から、ベテラン・若手スタッフに対する
指導についても強いリーダーシップが期待できると考え、取締役の候補者として適任であると判断
していることから、選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 7 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

すみ

角
 

　
や

谷
 

　
たけ

岳
 

　
し

志
(1981年９月22日生)

再任
取締役在任期間４年

    2010年    11月 当社入社
    2011年    7 月 当社経営企画室
    2016年    12月 当社埼玉サービスセンター　サービスセンター長
    2018年    3 月 当社首都圏東エリア　エリア長
    2018年    6 月 当社首都圏東エリア・首都圏西エリア　統括
    2018年    7 月 当社執行役員

首都圏東エリア・首都圏西エリア　統括
    2019年    5 月 当社執行役員　海外事業本部（現 グ

ローバル本部）　部長
    2019年    7 月 Mirador Building Contractor Pte. 

Ltd.　Director
Golden Light House Engineering 
Pte. Ltd.　 Director
PM&I Pte. Ltd.（ 現 Daisan Asia 
Pacific Pte. Ltd.） Director

    2022年    5 月 Mirador Building Contractor Pte. 
Ltd.　Managing Director（現任）
Golden Light House Engineering Pte. 
Ltd.　Managing Director（現任）
PM&I Pte. Ltd.（現 Daisan Asia Pacific 
Pte. Ltd.） Managing Director（現任）

    2022年    7 月 当社取締役
2024年    4 月 当社取締役

グローバル本部　本部長（現任）
2026年    4 月 Penguin Engineering & Construction 

Pte. Ltd.  Managing Director（現任）
（重要な兼職の状況）
Mirador Building Contractor Pte. Ltd.
Managing Director
Golden Light House Engineering Pte. Ltd.
Managing Director
Daisan Asia Pacific Pte. Ltd.
Managing Director
Penguin Engineering & Construction Pte. Ltd.
Managing Director

－株

（取締役候補者とした理由）
当社に入社後、施工サービス事業において、大手顧客を中心とした販路開拓に精励し、2019年５
月の在外子会社取得後は現地へ出向の上、Directorの要職に就き、現場スタッフとの積極的な交
流と人材統制、事業拡大のための販路開拓を進めており、海外事業の基盤創りに貢献してきたこと
を評価しております。今後も当社グループにおける海外事業の位置付けは重要であり、将来を見据
えた東南アジア市場でのビジネス展開への寄与が期待できると考え、取締役の候補者として適任で
あると判断していることから、選任をお願いするものであります。

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く）３名選任の件

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠

償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が選任された場
合には、当該契約の被保険者となります。当該契約の概要は、被保険者である取締役がその職務の執
行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害
を填補することとしております。

－ 9 －
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スキルマトリックス

中期経営計画での
重点分野

期待する専門性と経験

氏名
当社における

地位
年
齢

独
立
役
員

企
業
経
営

安
全
衛
生

営
業
・
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

財
務 
・ 

会
計

法
務
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

業
界
知
見

人
材
育
成

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ

デ
ジ
タ
ル 

・ 

Ｉ
Ｔ

国
際
性

社
会
環
境

藤田　武敏 代表取締役社長 57歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

相良　正弘 取締役 54歳 ○ ○ ○ ○

角谷　岳志 取締役 44歳 ○ ○ ○ ○ ○ ○

和田　誠一 取締役（常勤監査等委員） 64歳 ○ ○ ○ ○

豊田　孝二 社外取締役（監査等委員） 58歳 ○ ○ ○ ○ ○

成末　奈穗 社外取締役（監査等委員） 51歳 ○ ○ ○ ○

永松　英士 執行役員 55歳 ○ ○ ○ ○ ○

向井　俊吾 執行役員 54歳 ○ ○ ○ ○

小林　和哉 執行役員 41歳 ○ ○ ○ ○

麻生　悦子 執行役員 56歳 ○ ○ ○ ○ ○

【ご参考】選任後の取締役会および執行体制のスキルマトリックス
　第２号議案が原案どおり承認可決された場合における取締役会構成役員、および本社執行役員に期待する
主な専門性と経験は以下のとおりです。
執行役員は、本総会における選任議案の対象ではありませんが、当社グループの業務執行体制を株主の皆様
にご理解いただくため、ご参考として記載しております。

－ 10 －
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補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

おき

沖
 

　
もと

本
 

　　
かおる

薫
(1970年５月22日生)

1994年２月 当社入社
2001年６月 当社山口サービスセンター

サポート課主任
2015年１月 当社山口サービスセンター SC長代理
2017年６月 当社山口サービスセンター SC長
2019年６月 当社山口・山口東サービスセンター

SC長
2020年６月 当社中国エリア 副エリア長
2022年４月 当社中国地域統括部リーダー（現任）

－株

（補欠の監査等委員である取締役候補者とした理由）
当社に入社後、サービスセンター内の業務に携わり、その後、SC長、副エリア長の役職を務め、
中国地域の運営管理、業務改善に取り組んでおりました。現在は、中国地域の統括部においてリー
ダー職を務め、サービスセンターの管理、業務改善のみならず、内部監査室の主査として、施工サ
ービス事業部全体の課題解決に向け貢献しております。施工サービス事業の業務内容に精通してお
り、今後の事業所改善に尽力できると考え、補欠の監査等委員である取締役の候補者として、選任
をお願いするものであります。

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役２名選任の件
　法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠の監査等委員
である取締役２名の選任をお願いするものであります。
　補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであり、沖本　薫氏は現監査等委員で
ある取締役和田　誠一氏の補欠としての候補者、立川　正人氏は現監査等委員である社外取締役
豊田　孝二氏および成末　奈穗氏の補欠としての社外取締役候補者であります。
　なお、この補欠の監査等委員である取締役の選任が効力を有する期間は、次期定時株主総会の
開始の時までであります。
　また、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．沖本　薫氏が監査等委員である取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第１項の

規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定でありま
す。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任
限度額といたします。

３．当社は保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が監
査等委員である取締役に就任した場合には、同氏は当該契約の被保険者となります。当該契約
の概要は、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及
に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補することとしております。

－ 11 －
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補欠の監査等委員である取締役２名選任の件

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

２

たち

立
 

　
かわ

川　
まさ

正　
と

人
(1980年１月６日生)

2002年 ４月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査
法人トーマツ）入所

2005年 ７月 公認会計士登録
2012年 ７月 デロイト トーマツ ファイナンシャル

アドバイザリー㈱（現 合同会社デロ
イト トーマツ)転籍

2015年10月 MYKアドバイザリー㈱ 取締役
2019年 ８月 リーガレックス合同会社

業務執行社員
2021年 ６月 ㈱シーボン 社外監査役（現任）
2023年 ３月 リーガレックス合同会社 代表社員
2024年 ７月 リーガレックス合同会社 CEO

（現任）
2024年 ７月 かなで監査法人 シニアマネージャー

（現任）

－株

（補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由）
公認会計士としての専門知識・経験を有し、また、財務会計・内部統制・システムレビュー・不正
調査など幅広い見識を持ち合わせていることから、当社の経営にその経験と知識を反映していただ
くため、補欠の監査等委員である取締役の候補者として、選任をお願いするものであります。

（注）１．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．立川　正人氏は、補欠の監査等委員である社外取締役の候補者であります。当社は同氏を一般

株主と利益相反のおそれがない高い独立性を有していると判断したため、東京証券取引所に対
して、同氏の選任が承認され、同氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、同氏を独
立役員とする独立役員届出書を提出する予定であります。

３．立川　正人氏が監査等委員である社外取締役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であ
ります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低
責任限度額といたします。

４．当社は保険会社との間で、取締役を被保険者として会社法第430条の３第１項に規定する役員
等賠償責任保険契約を締結しており、当該契約を継続し更新する予定であります。候補者が監
査等委員である取締役に就任した場合には、同氏は当該契約の被保険者となります。当該契約
の概要は、被保険者である取締役がその職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及
に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を填補することとしております。

以上

－ 12 －



2026/06/05 15:56:53 / 25326767_株式会社ダイサン_招集通知_電子提供措置用

当事業年度の事業の状況

（ 2025年 4 月21日から
2026年 4 月20日まで ）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果
　当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善などを背景に、緩やかな回復基調
で推移しました。しかしながら、中東情勢をはじめとする地政学的リスクの高まりに加え、円
安進行に伴う物価上昇や金利動向への懸念などもあり、依然として先行き不透明な状況が続き
ました。
　当社に関連の深い住宅業界について、新設住宅着工戸数は、建築資材価格の高止まりや人手
不足に加え、2025年４月の建築基準法改正の影響もあり、前年同期比では持家12.6％減、賃
家13.5％減、分譲12.6％減となり、全体として大きく減少する結果となりました。
　こうした状況において、当事業年度が２年目となる第４次中期経営計画において、「コア事
業領域の深化」、「新たな収益事業の創造」、「経営基盤の強靭化」の３つを重点戦略として
設定し、建設業界におけるイノベーションの創出と継続的な事業拡大、持続可能な社会の実現
に向けた取組みを進めております。
　以上の結果、当事業年度における売上高は11,139百万円(前年同期比2.8％増)、営業利益
268百万円(前年同期比27.5％減)、経常利益290百万円(前年同期比15.9％減)、親会社株主に
帰属する当期純利益262百万円(前年同期比21.8％減)となりました。

　事業別の状況は、次のとおりであります。
　施工サービス事業につきましては、着工戸数の減少が続く中、主要な取引先である大手ハウ
スメーカーの住宅の受注は全体で前年同期並みの推移となりました。
　このような状況の中、当事業においては、既存顧客に対するシェア拡大と適正価格での受注
推進などにより、売上増となりましたが、今後の受注拡大を見据えた施工力増強に伴う人件費
増が先行し、利益は微減となりました。
　以上の結果、売上高は7,669百万円(前年同期比6.0％増)、売上総利益は2,118百万円(同
0.7％減)となりました。
　製商品販売事業につきましては、資材価格の高止まりとそれに伴うレンタル需要の高まり、
市場における施工人員の不足などから、市況全体で購買意欲の低下が継続しました。
　このような状況の中、当事業においては、市況の影響による買い控えが続いたこと、法改正
の影響で増加していた需要の反動減により、売上、利益ともに減少となりました。
　以上の結果、売上高は1,009百万円(前年同期比14.5％減)、売上総利益は275百万円(同
8.6％減)となりました。
　海外事業につきましては、当事業年度より、シンガポールにおいてプラントのメンテナンス
を主とした事業とする１社が連結範囲に加わりました。在外子会社のあるシンガポールでは、
AI関連需要の拡大や外需の底堅さを背景に、景気は堅調に推移しました。事業を取り巻く環境
としては、主要な需要先である石油化学産業における環境規制の強化により投資抑制の動きが
継続しました。

－ 13 －
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当事業年度の事業の状況

　このような状況の中、当事業においては、採算性を重視した案件の選別を進めてまいりまし
た。その結果、売上高は前年同期並みで推移し、利益は増加となりました。
　以上の結果、売上高は2,399百万円(前年同期比1.5％増)、売上総利益は756百万円(同4.4％
増)となりました。

②　設備投資の状況
　当事業年度に実施いたしました設備投資の総額（有形、無形固定資産（のれんを除く））
は、261百万円であり、その主なものは、当社のCAD自動作図システムの開発58百万円およ
び子会社のリース契約の更新等に伴う使用権資産114百万円であります。

③　資金調達の状況
　当事業年度中に、当社グループの所要資金として、金融機関より短期借入金として400百万
円、長期借入金として200百万円の調達を行いました。

－ 14 －
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直前３事業年度の財産および損益の状況の推移

区　　分
第49期 第50期 第51期 第52期

(当連結会計年度)
(2023年４月期) (2024年４月期) (2025年４月期) (2026年４月期)

売 上 高(百万円） 10,512 10,407 10,837 11,139
経常利益又は経常損失（△）(百万円） △1 37 346 290
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失（△）

(百万円） △1,016 60 335 262

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円） △158.55 9.45 52.28 40.89

総 資 産(百万円） 10,097 10,372 10,192 10,180
純 資 産(百万円） 5,379 5,354 5,566 5,726

区　　分
第49期 第50期 第51期 第52期

(当事業年度)
(2023年４月期) (2024年４月期) (2025年４月期) (2026年４月期)

売 上 高(百万円） 8,759 8,308 8,473 8,739
経 常 利 益(百万円） 173 9 233 258
当 期 純 利 益
又は当期純損失（△）(百万円） △1,442 △6 192 172

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） (円） △225.00 △1.08 30.00 26.94

総 資 産(百万円） 8,949 9,212 8,879 9,135
純 資 産(百万円） 5,379 5,237 5,288 5,308

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除）
に基づき算出しております。

②　当社の財産および損益の状況

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式総数（自己株式を控除）
に基づき算出しております。

－ 15 －
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

会社名 当社の議決権比率 主要な事業内容

Mirador Building Contractor Pte. Ltd. 100.0％ 機械工事、O&M（プラント運転)
足場工事

Golden Light House Engineering Pte. Ltd. 100.0% 人材派遣

⑶　重要な親会社および子会社の状況
①　親会社の状況
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

⑷　対処すべき課題
　当社グループを取り巻く経営環境として、日本国内では少子高齢化や生産年齢人口の減少が進
む中、住宅業界では住宅建築費や土地取得費用の上昇、住宅ローン金利上昇への懸念等を背景
に、新設住宅着工戸数が減少傾向にあり、引き続き注視が必要な状況にあります。また、中東情
勢をはじめとする国際情勢の不安定化に伴い、ナフサ等を原料とする石油化学製品を含む原材料
調達や住宅建築工事の進捗にも一部影響が見られており、新設住宅着工戸数およびリフォームを
含む住宅関連需要は、着工時期や工事計画に影響が生じる可能性があるものと認識しておりま
す。足場施工業界を含む建設業界全体では、熟練技能者の減少や若年層の入職者確保が課題とな
っております。さらに、鋼材価格をはじめとする原材料価格や人件費、物流費等の各種コストは
高止まりしており、関係法令に基づく安全基準への対応に伴う使用部材数や作業時間の増加も、
施工体制や収益性に影響を及ぼしております。加えて、こうした住宅市場および工事進捗の変化
により、足場施工需要や施工時期にも影響が及ぶ可能性があり、足場施工業者を取り巻く経営環
境は厳しさを増しているものと認識しております。
　在外子会社のあるシンガポールにおいて、外国人労働者の雇用に関する規制や費用負担の見直
し、人材関連コストの上昇が継続しております。また、中東情勢の影響等により、主要顧客にお
ける工事計画の見直しが生じる可能性もあり、施工力の確保、受注基盤の維持・拡大および収益
性の向上が重要な課題となっております。
　これらの経営環境を踏まえ、当社グループでは以下の課題を掲げ、継続的な事業拡大と持続可
能な社会の実現に向けた取組みを進めてまいります。

　施工サービス事業においては、労務費や人材関連コストの上昇が継続する中、適正価格での受
注交渉を進めるとともに、既存顧客におけるシェア拡大と新規顧客の獲得により、受注基盤の拡
大を目指してまいります。また、施工人員の積極的な採用を進めるとともに、特定技能外国人を

－ 16 －



2026/06/05 15:56:53 / 25326767_株式会社ダイサン_招集通知_電子提供措置用

重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

チーフ（職長）に育成し、海外人材の早期戦力化を図ることで、受注拡大に対応できる施工体制
の構築に取り組んでまいります。

　製商品販売事業においては、鋼材価格の高止まりに加え、中東情勢の影響等により住宅建築工
事の進捗に影響が及び、足場施工需要が減少することで、市況全体として購買意欲は慎重に推移
することが予想されます。こうした状況において、足場部材のレンタルサービスを通じて顧客接
点の拡大を図るとともに、継続利用が見込まれるお客様に対しては部材購入への切り替え提案を
進め、足場部材の販売量の増加に取り組んでまいります。また、付帯商材・サービス等の拡販を
通じて、顧客獲得と収益機会の拡大を図ってまいります。

　海外事業においては、在外子会社のあるシンガポールにおいて、中東情勢の影響等により、主
要顧客である石油化学・薬品プラントにおける修繕工事等の計画見直しが生じる可能性があるも
のと認識しております。また、現地政府の方針により人材関連コストの上昇も継続しており、収
益性の確保が重要な課題となっております。こうした状況において、2026年４月21日付で全株
式を取得したPenguin Engineering & Construction Pte. Ltd.とのシナジーを活かし、エンジ
ニアリング分野における材工一式での受注拡大をさらに推進することで、収益性の向上を図って
まいります。加えて、固定費の抑制に向けた協力会社体制の構築を進めるとともに、デジタル技
術を活用した管理業務の効率化に取り組んでまいります。
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主要な事業内容

⑸　主要な事業内容（2026年４月20日現在）
　当社グループは、施工サービス事業、製商品販売事業、海外事業およびその他の事業を行って
おりますが、各事業の内容は以下のとおりであります。
①　施工サービス事業
　クサビ式足場「ビケ足場®」次世代足場「レボルト®」等の施工サービス・部材のレンタル

②　製商品販売事業
　建築金物・仮設機材の製造・販売（ビケ部材のほか、中高層建築や橋梁などで使用される一
般仮設材）

③　海外事業
　シンガポールにて主にプラントのメンテナンス向けに、足場工事を中心とした熱絶縁工事や
電気工事などの付帯工事

④　その他の事業
　業務受託および保険代理店ほか
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主要な営業所および工場

（ 名 　 　 　 称 ） （ 所 　 在 　 地 ） （ 名 　 　 　 称 ） （ 所 　 在 　 地 ）

本 社 大 阪 市 中 央 区 広島サービスセンター 広 島 市 安 佐 南 区

堺 工 場 堺 市 中 区 広島東サービスセンター 広 島 県 東 広 島 市

商 品 セ ン タ ー 堺 市 中 区 福山サービスセンター 広 島 県 福 山 市

東 京 支 店 東 京 都 港 区 山口東サービスセンター 山 口 県 岩 国 市

九 州 支 店 福 岡 県 古 賀 市 岡山サービスセンター 岡 山 県 倉 敷 市

埼玉サービスセンター 埼 玉 県 狭 山 市 福岡サービスセンター 福 岡 県 古 賀 市

神奈川サービスセンター 相 模 原 市 南 区 福岡西サービスセンター 福 岡 県 糸 島 市

川崎サービスセンター 川 崎 市 川 崎 区 福岡東サービスセンター 福 岡 県 行 橋 市

横浜サービスセンター 横 浜 市 金 沢 区 北九州サービスセンター 北 九 州 市 八 幡 西 区

埼玉東サービスセンター 埼 玉 県 草 加 市 山口サービスセンター 山 口 県 下 関 市

千葉サービスセンター 千 葉 県 印 西 市 熊本サービスセンター 熊 本 市 東 区

埼玉北サービスセンター 埼 玉 県 久 喜 市 熊本北サービスセンター 熊 本 県 玉 名 郡 南 関 町

滋賀サービスセンター 滋 賀 県 草 津 市 福岡南サービスセンター 福 岡 県 久 留 米 市

京都サービスセンター 京 都 府 亀 岡 市 大分サービスセンター 大 分 県 大 分 市

名古屋サービスセンター 名 古 屋 市 南 区 大 阪 整 備 工 場 堺 市 中 区

三重サービスセンター 三 重 県 亀 山 市 神 戸 北 整 備 工 場 神 戸 市 北 区

大阪サービスセンター 堺 市 中 区 福 岡 南 整 備 工 場 福 岡 県 久 留 米 市

大阪北サービスセンター 大 阪 府 交 野 市 福 岡 東 整 備 工 場 福 岡 県 行 橋 市

兵庫サービスセンター 兵 庫 県 加 古 川 市 埼 玉 整 備 工 場 埼 玉 県 狭 山 市

神戸北サービスセンター 神 戸 市 北 区 三 重 整 備 工 場 三 重 県 亀 山 市

Mirador Bui ld ing Contractor  Pte .  L td . シンガポール

Golden Light House Engineering Pte. Ltd. シンガポール

⑹　主要な営業所および工場（2026年４月20日現在）
①　当社

②　子会社
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従業員の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 従業員数 前連結会計年度末比
増減

施工サービス事業 457名 （169名） 136名増 （86名減）

製商品販売事業 30名 （6名） 1名減 （4名減）

海外事業 102名 （432名） 9名増 （98名増）

その他 １名 （－名） －名 （－名）

全社（共通） 48名 （7名） 4名増 （2名減）

合計 638名 （614名） 148名増 （6名増）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

536名(182名） 139名増（92名減） 36.5歳 9.3年

⑺　従業員の状況（2026年４月20日現在）
①　企業集団の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員・常用パート・外国人技能実習生を含む。）は
　　　（　）外数で記載しております。

②　当社の従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（契約社員・常用パート・外国人技能実習生を含む。）は
　　　（　）外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,142,640千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 908,361千円

⑻　主要な借入先（2026年４月20日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況

⑴　発行可能株式総数 26,000,000株
⑵　発行済株式の総数 7,618,000株（自己株式 1,205,162株を含む）
⑶　株主数 4,020名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 和 顔 1,411,000株 22.00％

ダ イ サ ン 取 引 先 持 株 会 535,800株 8.36%

ダ イ サ ン 従 業 員 持 株 会 317,321株 4.95%

三 浦 民 子 228,000株 3.56%

三 浦 基 和 228,000株 3.56%

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 200,000株 3.12%

金 沢 昭 枝 188,800株 2.94%

大 原 春 子 162,800株 2.54%

三 浦 宣 子 128,000株 2.00%

株 式 会 社 麻 生 114,200株 1.78%

２．株式の状況（2026年４月20日現在）

⑷　大株主（上位10名）

（注）　１．上記のほか、自己株式が1,205,162株あります。
２．持株比率は自己株式（1,205,162株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
⑴　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として従業員等に交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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会社役員の状況

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 藤 田 武 敏

取 締 役 相 良 正 弘

取 締 役 角 谷 岳 志

グローバル本部　本部長
Mirador Building Contractor Pte. Ltd.　
Managing Director
Golden Light House Engineering Pte. Ltd.　
Managing Director
Daisan Asia Pacific Pte. Ltd.
Managing Director

取締役（常勤監査等委員） 和 田 誠 一

社外取締役（監査等委員） 豊 田 孝 二 アクシア法律会計事務所　所長

社外取締役（監査等委員） 成 末 奈 穗 弁護士法人オルビス　代表社員

４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2026年４月20日現在）

（注）１．社外取締役（監査等委員）豊田　孝二氏は、以下のとおり、財務および会計に関する相当程度の知見
を有しております。
社外取締役（監査等委員）豊田　孝二氏は、公認会計士の資格を有しております。

２．当社は社外取締役（監査等委員）豊田　孝二氏および社外取締役（監査等委員）成末　奈穗氏を東京
証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査等委員会設置会社のもと、社外取締役２名・取締役１名で構成される監査等委員会が主体とな
り、内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しておりますが、遠隔での監査が実施しやすいよ
うに、グループウェアのＩＤを割り当て、常に社内資料の確認ができるなどの環境整備を行っており
ます。

４．当社は、監査等委員の監査・監督機能を強化し、日常的な情報収集および重要な社内会議への出席に
よる情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可能にするため、和田　誠一氏を
常勤の監査等委員として選定しております。
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会社役員の状況

⑵　取締役の報酬等
　当社は、2025年７月４日開催の第51期定時株主総会終結後に開催された取締役会において、取締役の
個人別の報酬等の額改定にかかる決定方針を決議しております。
　また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬などの内容の決定方法
および決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方針に沿う
ものであると判断しております。

　取締役（監査等委員である取締役を除く）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとお
りです。

ａ．固定報酬（基本報酬・役職報酬）に関する方針
　固定報酬については、等級と役職により、その支給額を定めており、等級については定時株主総会
後の取締役会の決議により洗い替えることとしております。なお、報酬の支給方法は、役員報酬規程
に定め支給しております。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
　業績連動報酬については、決算調整前の営業損益によって決定される従業員賞与の支給月数を指標
とし、毎年５月度に開催される取締役会で協議の上、その支給額を決議し、６月に支給することとし
ております。なお、取締役会での協議においては、支給時期の経営環境、財政状態を考慮し、一律に
支給するものとせず、減額もしくは支給しないことを検討することにしております。
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会社役員の状況

区　　分 報酬等の額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数固定報酬 業績連動報酬
取締役（監査等委員を除く）
（う ち 社 外 取 締 役）

75,970千円
(－千円)

69,470千円
(－千円)

6,500千円
(－千円)

４名
（－名）

取締役（監 査 等 委 員）
（う ち 社 外 取 締 役）

15,174千円
(7,500千円)

15,174千円
(7,500千円)

－千円
(－千円)

３名
（２名）

合計
（う ち 社 外 役 員）

91,144千円
(7,500千円)

84,644千円
(7,500千円)

6,500千円
(－千円)

７名
（２名）

　監査等委員である取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
ａ．固定報酬（基本報酬・役職報酬）に関する方針

　監査等委員である取締役の固定報酬については、株主総会で決議された報酬総額の範囲内におい
て、定時株主総会後に開催される監査等委員会で、監査等委員である取締役が協議のうえ決定するも
のとしております。各監査等委員である取締役に対する具体的金額、支給の時期等については、監査
等委員である取締役の協議により決定し、報酬の支給方法は、役員報酬規程に定め支給しておりま
す。

ｂ．業績連動報酬等に関する方針
　取締役（監査等委員である取締役を除く）と執行役員に対する有効な監査・監督機能の発揮を期待
される立場から、固定報酬のみとしております。

当事業年度にかかる報酬等の総額

（注）１．上表には、2025年７月４日開催の第51期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委
員である取締役を除く）１名を含んでおります。

　　　２．2025年７月４日開催の第51期定時株主総会の決議による役員報酬限度額は、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）分が年額200,000千円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、
監査等委員である取締役分が年額28,000千円以内であります。当該株主総会終結時点の取締役（監
査等委員である取締役を除く）の員数は３名、監査等委員である取締役の員数は３名であります。

３．当事業年度における業績連動報酬に係る指標は、支給月数1.２カ月を目安に営業利益の計画達成率か
ら算定しております。当連結会計年度における実績は、営業利益は268,934千円、前連結会計年度に
おける営業利益は370,802千円であります。また、当事業年度における営業利益は237,186千円、
前事業年度における営業利益は244,464千円であります。

　　上記のほか、2015年７月９日開催の定時株主総会において、取締役の退職慰労金については、当社
の定める一定の基準に従い相当額の範囲内で贈呈する旨が承認されております。当社は、当該承認決
議に基づく授権の範囲内において、第51期定時株主総会の終結の時をもって取締役を退任した三浦　
基和氏に対し、過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退職慰労引当金繰越金に
加え、在職中の功労に応じて役員退職慰労金規程に基づく功労加算金8,000千円を支給することを取
締役会で決定しております。
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⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

・社外取締役（監査等委員）豊田　孝二氏は、アクシア法律会計事務所の所長であります。
当社はアクシア法律会計事務所との間には特別な関係はありません。

・社外取締役（監査等委員）成末　奈穗氏は、弁護士法人オルビスの代表社員であります。
当社は弁護士法人オルビスとの間には特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況および社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要
　当事業年度における監査等委員会の主な活動状況として、監査等委員会を原則として月１回
開催し、内部統制システムの整備・運用状況、コンプライアンス遵守等を中心に協議を行い、
内部監査員同行による事業所への往査と従業員への質問、業務の観察、社内規程の閲覧等を進
め、特に業務の有効性および効率性、法令の遵守状況について監査を行い、適宜取締役会にお
いて経営に関わる各種の提言をいたしました。具体的な内容としては、従業員への質問を通じ
た労働法・社内規程の遵守状況、ハラスメントの発生状況、資産の管理状況、外国人技能実習
生・特定技能外国人の管理体制確認、中期経営計画の進捗などの確認を委員自ら調査するほ
か、監査等委員会に関連当事者を招致しての質問、合議体の議事録閲覧、代表取締役との意見
交換会、組織サーベイに係る社内アンケート、従業員に対する個別ヒアリング、事業部・関係
会社への往査等より得られた情報をもとに、職業的専門家として、課題抽出、経営陣への提言
等を行いました。そのほか、会計監査人に対し、監査計画に則って適切に監査時間が確保でき
ているかを半期毎に計画との差異を報告させるなど、連携強化に取り組みました。
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出席状況および社外取締役に期待される役割
に関して行った職務の概要

社外取締役
（監査等委員） 豊 田 孝 二

　当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、また、監
査等委員会14回の全てに出席いたしました。
　取締役会においては、弁護士・公認会計士として、過去の計算書類
や重要な規程の閲覧、M&Aに関連した株式譲渡契約内容の確認、棚
卸資産評価に関わる規程見直しへの助言、取締役や事業部責任者への
質問、内部統制システムの確認を中心に行い、職業的専門家としての
見地より企業統治の状況確認を行い、社外の立場から必要な提言を行
いました。
　また、監査等委員会においては、当社のグループウェア等から得ら
れる合議体の議事録、代表取締役との意見交換会、組織サーベイに係
る社内アンケート、従業員に対する個別ヒアリング、事業部・関係会
社への往査等から得られた情報に基づき、全社課題抽出および委員会
での協議を行いました。また、内部統制・重要な社内規程の運用状況
を監査し、社内のリスク評価に努め、業務改善、および働きやすい職
場環境づくりのための提言を行いました。

社外取締役
（監査等委員） 成 末 奈 穗

　当事業年度に開催された取締役会13回の全てに出席し、また、監
査等委員会14回の全てに出席いたしました。
　当社初の女性取締役として、ダイバーシティに関わる課題や、内部
通報窓口に寄せられた法的問題について、社外の立場から経営陣に助
言する等、職場環境改善等に向け取り組みました。
　取締役会においては、弁護士として多数の企業法務経験と大阪地方
裁判所の建設関係紛争の集中部における非常勤裁判官の経験を活か
し、他の取締役や事業部責任者への質問等を行ったうえで、社外の立
場から、取締役の職務執行に対する監督、助言を行いました。
　また、監査等委員会においては、当社のグループウェア等から得ら
れる合議体の議事録、代表取締役との意見交換会、組織サーベイに係
る社内アンケート、従業員に対する個別ヒアリング、事業部・関係会
社への往査等から得られた情報に基づき、全社課題抽出および委員会
での協議を行いました。また、内部統制・重要な社内規程の運用状況
を監査し、社内のリスク評価に努め、業務改善、および働きやすい職
場環境づくりのための提言を行いました。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（常勤監査等委員）和田　誠一氏、
社外取締役（監査等委員）豊田　孝二氏、社外取締役（監査等委員）成末　奈穗氏との間で、
同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠
償責任の限度額は、法令が定める額としております。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役、執行役員および管理職従業員等であ
り、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により被保険者の法律上の損害賠償
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金等の損害を填補することとしております。ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれ
ないようにするため、被保険者が違法に利益又は便宜を得たことや、犯罪行為、不正行為、詐欺
行為等の場合には填補の対象としないこととしております。
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支払額

・当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 23,200千円

・当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 23,200千円

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　太陽有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の報酬の額を同意するにあたり、取締役、情報取扱責任者、財務経理部
責任者および職務を補助すべき使用人として指名した内部監査室員および内部統制委員会委員より提
供された情報と、会計監査人より提供された過年度の監査結果の監査工数、監査手続等の職務遂行状
況の報告、並びに品質管理システムの整備・運用状況の概要報告を踏まえ、当事業年度の監査計画お
よび報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬等の額は適正であると判断し、同意をいたし
ました。

３ ． 当 社 の 海 外 子 会 社Mirador Building Contractor Pte. Ltd. お よ びGolden Light House 
Engineering Pte. Ltd.については、当社の会計監査人以外の監査法人（外国におけるこの資格に相当
する資格を有する者を含む）の監査を受けております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会社法第340条に定める監査等委員会による会計監査人の解任のほか、原則として、
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場合は、
株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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連結貸借対照表

（2026年４月20日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【流　　動　　資　　産】
現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
賃 貸 用 仮 設 材
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

【固　　定　　資　　産】
（有　形　固　定　資　産）
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
その他の有形固定資産

（無　形　固　定　資　産）
その他の無形固定資産

（投 資 そ の 他 の 資 産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金　

【6,747,408】
2,689,340
1,974,519
151,958
491,226
137,448
135,548
1,135,499
74,605
△42,738

【3,433,416】
（2,520,924）
641,434
56,263

1,656,757
166,468

（105,972）
105,972

（806,519）
5,085

215,300
93,000
128,707
369,586
△5,160　

【流　　動　　負　　債】 【3,953,580】
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 418,956
電 子 記 録 債 務 180,208
短 期 借 入 金 1,742,640
1年内返済予定の長期借入金 241,380
リ ー ス 債 務 118,408
未 払 法 人 税 等 25,273
賞 与 引 当 金 189,366
そ の 他 の 流 動 負 債 1,037,347

【固　　定　　負　　債】 【501,007】
長 期 借 入 金 324,710
リ ー ス 債 務 15,100
繰 延 税 金 負 債 3,128
資 産 除 去 債 務 145,034
そ の 他 の 固 定 負 債 13,034

負 債 合 計 4,454,587
純 資 産 の 部

【株　　主　　資　　本】 【5,487,858】
（資　　　　本　　　　金） （100,000）
（資　 本 　剰 　余 　金） （930,603）
（利　 益 　剰 　余 　金） （5,376,267）
（自　 　己 　　株 　　式） （△919,012）

【 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 】 【238,377】
（その他有価証券評価差額金） （331）
（ 為 替 換 算 調 整 勘 定 ） （238,046）
純 資 産 合 計 5,726,236

資 産 合 計 10,180,824 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,180,824

連 結 貸 借 対 照 表

　(注)　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（ 2025年 4 月21日から
2026年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 11,139,339
売 上 原 価 7,935,303

売 上 総 利 益 3,204,035
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,935,101

営 業 利 益 268,934
営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,536
受 取 配 当 金 412
受 取 保 険 金 39,009
助 成 金 収 入 21,614
そ の 他 の 営 業 外 収 益 21,561 92,134

営 業 外 費 用
支 払 利 息 38,967
為 替 差 損 10,442
減 価 償 却 費 1,253
控 除 対 象 外 消 費 税 等 9,183
そ の 他 の 営 業 外 費 用 10,313 70,160

経 常 利 益 290,908
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 60,141 60,141
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 385 385
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 350,664
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 67,778
法 人 税 等 調 整 額 20,652 88,430
当 期 純 利 益 262,233
親会社株主に帰属する当期純利益 262,233

連 結 損 益 計 算 書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（ 2025年 4 月21日から
2026年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当連結会計年度期首残高 100,000 930,603 5,267,942 △919,012 5,379,533
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △153,908 △153,908
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 262,233 262,233

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － － 108,325 － 108,325
当連結会計年度末残高 100,000 930,603 5,376,267 △919,012 5,487,858

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 為 替 換 算 調 整 勘 定 その他の包括利益累計額合計
当連結会計年度期首残高 △16 186,906 186,890 5,566,424
連結会計年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △153,908
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 262,233

株主資本以外の項目の
連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 （ 純 額 ）

347 51,139 51,487 51,487

連結会計年度中の変動額合計 347 51,139 51,487 159,812
当連結会計年度末残高 331 238,046 238,377 5,726,236

連結株主資本等変動計算書

(注)　１．2025年６月の取締役会における剰余金処分項目83,366千円および2025年12月に実施しました中間
配当 70,541千円であります。

２．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

（2026年４月20日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【 流 　 　 動 　 　 資 　 　 産 】
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品
製 品
仕 掛 品
原 材 料
貯 蔵 品
賃 貸 用 仮 設 材
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他 の 流 動 資 産
貸 倒 引 当 金

【 固 　 　 定 　 　 資 　 　 産 】
（ 有 　 形 　 固 　 定 　 資 　 産 ）
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工 具 器 具 及 び 備 品
土 地
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

（ 無 　 形 　 固 　 定 　 資 　 産 ）
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

（ 投  資  そ  の  他  の  資  産 ）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
更 生 債 権 等
差 入 保 証 金
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金　

【5,628,334】
2,268,843
15,654
151,958
999,889
267,016
6,399

484,827
137,448
134,774

773
1,128,982

811
7,702
24,459
△1,208

【3,507,642】
(2,241,498)
362,282
140,679
42,748

0
34,787

1,656,757
4,242

(105,972)
101,459
4,513

(1,160,171)
5,085

630,139
93,000
2,010

183,935
251,160
△5,160　

【 流 　 　 動 　 　 負 　 　 債 】 【3,355,672】
電 子 記 録 債 務 180,208
買 掛 金 354,381
短 期 借 入 金 1,500,000
１ 年 内 返 済 長 期 借 入 金 241,380
未 払 金 129,762
未 払 法 人 税 等 24,160
未 払 消 費 税 等 57,790
未 払 費 用 335,752
賞 与 引 当 金 189,366
そ の 他 の 流 動 負 債 342,870

【 固 　 　 定 　 　 負 　 　 債 】 【472,202】
長 期 借 入 金 324,710
資 産 除 去 債 務 136,051
そ の 他 の 固 定 負 債 11,441

負 債 合 計 3,827,875
純 資 産 の 部

【 株 　 　 主 　 　 資 　 　 本 】 【5,307,770】
（ 資 　 　 　 　 本 　 　 　 　 金 ） (100,000)
（ 資 　  本  　 剰  　 余  　 金 ） (1,116,620)
資 本 準 備 金 649,860
そ の 他 資 本 剰 余 金 466,760

（ 利 　  益  　 剰  　 余  　 金 ） (5,010,163)
利 益 準 備 金 49,795
そ の 他 利 益 剰 余 金 4,960,368
別 途 積 立 金 3,328,000
繰 越 利 益 剰 余 金 1,632,368

（自　 　己 　　株 　　式） (△919,012)
【 評 価 ・ 換 算 差 額 等 】 【331】
（ そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 ） (331)
純 資 産 合 計 5,308,101

資 産 合 計 9,135,977 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,135,977

貸　借　対　照　表

　(注)　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

（ 2025年 4 月21日から
2026年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高
施 工 売 上 高 7,669,946
製 商 品 売 上 高 1,009,760
そ の 他 売 上 収 入 60,170 8,739,877

売 上 原 価
施 工 売 上 原 価 5,551,319
製 商 品 売 上 原 価 733,947
そ の 他 売 上 原 価 6,724 6,291,991

売 上 総 利 益 2,447,885
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,210,698

営 業 利 益 237,186
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,949
受 取 保 険 金 等 37,965
そ の 他 の 営 業 外 収 益 19,891 67,806

営 業 外 費 用
支 払 利 息 15,703
控 除 対 象 外 消 費 税 等 9,183
為 替 差 損 10,442
減 価 償 却 費 1,253
そ の 他 の 営 業 外 費 用 10,313 46,895

経 常 利 益 258,096
特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 385 385
税 引 前 当 期 純 利 益 257,711
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 64,000
法 人 税 等 調 整 額 20,949 84,949
当 期 純 利 益 172,762

損　益　計　算　書

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（ 2025年 4 月21日から
2026年 4 月20日まで ）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株 主 資
本 合 計資本準備金 そ の 他 資

本剰余金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当 期 首 残 高 100,000 649,860 466,760 1,116,620 49,795 3,328,000 1,613,514 4,991,309 △919,012 5,288,916
事業年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △153,908 △153,908 △153,908
当 期 純 利 益 172,762 172,762 172,762
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － － 18,853 18,853 － 18,853
当 期 末 残 高 100,000 649,860 466,760 1,116,620 49,795 3,328,000 1,632,368 5,010,163 △919,012 5,307,770

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計
当 期 首 残 高 △16 △16 5,288,900
事業年度中の変動額

剰余金の配当(注1) △153,908
当 期 純 利 益 172,762
株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

347 347 347

事業年度中の変動額合計 347 347 19,201
当 期 末 残 高 331 331 5,308,101

株主資本等変動計算書

(注)　１．2025年６月の取締役会における剰余金処分項目83,366千円および2025年12月に実施しました中間
配当70,541千円であります。

２．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 井 　 巌
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 有 久 　 衛

独立監査人の監査報告書
2026年６月１日

株 式 会 社 ダ イ サ ン
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　大阪事務所　

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ダイサンの2025年４月21日
から2026年４月20日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、株式会社ダイサン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に
記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事
業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な
相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要
な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結
計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任が
ある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤
謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立
の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により
発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与え
ると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な
不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計
算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報
告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、
構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。
・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分
かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、
連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監
査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 井 　 巌
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 有 久 　 衛

独立監査人の監査報告書
2026年６月１日

株 式 会 社 ダ イ サ ン
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
　大阪事務所　

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ダイサンの2025年４
月21日から2026年４月20日までの第52期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」とい
う。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記
載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業
体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人
としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内
容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な
誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合
には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算
書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ
る。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬
による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の
立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生
する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合
理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通
じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リス
クに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計
上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に
関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不
確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日ま
でに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として
存続できなくなる可能性がある。
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・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成
及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを
評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識
別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている
その他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因
を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するための
セーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関
係はない。

以　上

－ 40 －



2026/06/05 15:56:53 / 25326767_株式会社ダイサン_招集通知_電子提供措置用

監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2025年４月21日から2026年４月20日までの第52期事業年度における
取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いた
します。

1．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役
会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連係の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査しました。
また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に
応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。

監査等委員会の監査報告
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2．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常 勤 監 査 等 委 員 和 田 誠 一 ㊞
監査等委員（社外） 豊 田 孝 二 ㊞
監査等委員（社外） 成 末 奈 穗 ㊞

2026年６月１日
株式会社ダイサン　監査等委員会

（注）監査等委員 豊田 孝二及び成末奈穗は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取
締役であります。

以　上
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地図

( 駐車場の用意はいたしておりませんので、
お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。 )

株主総会会場ご案内
開催場所が昨年と異なりますので、お間違いのないようお願い申し上げます。
会　場　大阪市中央区平野町四丁目２番３号
　　　　オービック御堂筋ビル　２階「オービックホールＡ」
　　　　　TEL　06－6228－6500（代表）
交　通　大阪メトロ（地下鉄）　御堂筋線　淀屋橋駅　13番出口徒歩３分

大阪メトロ（地下鉄）　御堂筋線・中央線　本町駅　２番出口徒歩４分
京阪電車　京阪本線　淀屋橋駅　３番出口徒歩７分
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


